
 業務及び財産の状況に関する説明書類の公表に関する規則（平29. ５.17） 

 

（目 的） 

第 １ 条 この規則は、会員及び特定業務会員（以下「会員等」という。）の業務及び財産の状況に関する説明

書類（金融商品取引法第46条の４に規定する説明書類をいう。以下「説明書類」という。）の公表義務及びそ

の方法を定めることにより、会員等の業務及び財産の状況の透明性を高め、もって顧客の投資判断の一助と

なすとともに、投資者の保護に資することを目的とする。 

（インターネットを利用した公表） 

第 ２ 条 会員等は、説明書類を作成したときは、金融商品取引法第46条の４に定めるところにより縦覧に供

している又は公表しているかにかかわらず、速やかに次の各号に定めるいずれかの方法により、当該説明書

類（次条第１項に基づき説明書類の記載事項を変更したものを含む。以下この条において同じ。）を公表しな

ければならない。 

１ 説明書類を自社のホームページに掲載する方法その他のインターネットを利用した方法（投資者が常に

容易に閲覧することができる方法に限る。） 

２ 説明書類を本協会のホームページに掲載することを本協会に依頼する方法 

２ 本協会は、前項第２号により会員等から依頼を受けた説明書類を本協会のホームページに掲載するととも

に、前項第１号により公表している説明書類について、本協会のホームページを経由して閲覧できるように

するための措置を講じるものとする。 

（記載事項の変更） 

第 ３ 条 会員等（会社法第２条第６号に定める大会社を除く。以下この条において同じ。）は、前条第１項に

定める公表を行うにあたっては、説明書類における「株式の保有数の上位十位までの株主（以下「上位十位

株主」という。）の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総株主等の議決権に占める当該株式に係る議決

権の数の割合」の記載のうち、次の各号のいずれかに該当する個人株主（当該会員等の役職員を除く。）につ

いて、当該個人株主の「氏名」に代えて「個人」と記載することができる。 

１ 上位十位株主がそれぞれ有する議決権の数の割合を当該割合の多い順に順次加算し、その加算した割合

が三分の二に達するまでの株主に該当しない個人株主 

 ２ 総株主の議決権の百分の三未満の議決権を有する個人株主 

２ 会員等は、前項の規定に基づき記載事項の変更を行うときは、説明書類と同じものであるとの誤解を与え

ないために必要な措置を講じなければならない。 

 

付 則 

この規則は、平成29年６月１日から施行し、同日以後に最初に終了する事業年度に係る説明書類の公表から

適用する。 

 

 


